
別紙様式５号（第７の３及び第８の３関係）

１　産地基幹施設等支援タイプ
　Ⅰ　産地競争力の強化を目的とする取組用

メ

ニュー

①

メ

ニュー

②

事業内容 事業費

備考

（円）

交付金
都道

府県

費

市町村費 その他

白山
市

白山農
業協同
組合

穀類乾
燥調製
貯蔵施
設再編
利用
(水
稲、
麦)

1 施設の
再編利
用によ
る利用
率の向
上

利用率
67%

(H29)
1,025t

/
1,528t

0%
0t
/

1,124t

108.5%
水稲

1,087.5ｔ

+

麦

132.5t

(R2)
1,220t

/
1,124t

108.2%
水稲

1,099.0ｔ

+

麦

117.6t

(R3)
1,216t

/
1,124t

利用率
100%
(R3)

1,124t
/

1,124t

124.8% 利用率が
41.2%増
加した。

土地利
用型作
物(麦)

20 二毛作
麦の作
付割合
が
25.9ha
増加し
た。

0ha
(H29)

－ 28.3ha
(R2)

25.9ha
(R3)

30ha
(R3)

86.3% 二毛作麦
の作付割
合が

25.9ha増
加した。

蝶屋ライ
スセン
ター機能
向上対策
工事一式

163,229,000 69,076,000 - 13,890,000 80,263,000 R2.3.30 施設利用率は目
標を達成した
が、２年３作麦
等の作付割合の
増加は、機械装
備の制限等（現
装備では拡大困
難）等もあり、
大豆専作から２
年３作体系への
移行が想定より
進まず、達成に
至らなかった。
大豆作付農家を
対象に、麦作付
への動機付け、
農機導入への誘
導を強化する等
で更なる作付拡
大を図り、目標
達成を指導す
る。

白山市では２年３作
を推進しているが、
機械装置の制限等
（現装備では拡大困
難）等もあり、大豆
作から２年３作への
移行が想定より進ま
なかったため、目標
の達成には至らな
かった。引き続き本
栽培体系の拡大を指
導する。

白山
市

松任市
農業協
同組合

穀類乾
燥調製
貯蔵施
設再編
利用
(水
稲、
麦)

1 施設の
再編利
用によ
る利用
率の向
上

利用率
70.3%
(H29)
2,952t

/
4,200t

0%
0t
/

3,900t

73.2％
(R2)

2,855t
/

3,900t

75.2%
（R3）
2,932t

/
3,900t

利用率
100.5%
(R3)

3,920t
/

3,900t

16.2% 利用率が
4.9％増
加した。

土地利
用型作
物(麦)

27 下位等
級指数
の削減

15%
(H29)

－ 14.2％
(R2)
48t
/

339ｔ

22.1%
(R3)
79.5t
/

360t

7%
(R3)
22.4t
/

320ｔ

-88.8% 下位等級
が、

7.1％増
加した。

北星カン
トリーエ
レベー
ター機能
向上対策
工事一式

532,400,000 194,804,000 - 45,068,000 292,528,000 R2.10.5 米・麦の集荷量
は、年々増加し
たものの、大口
利用農家からの
集荷量が想定よ
りも少なかった
等でR3年は目標
の8割程度に止
まり、施設利用
率は、目標を達
成できなかっ
た。麦の下位等
級比率もまた、
登熟期の日照不
足等により品質
が悪化、目標を
大きく下回っ
た。関係機関と
連携し、作付農
家の栽培指導
（排水対策、施
肥等）を強化
し、目標達成を
強く指導する。

米麦の集荷量は年々
増加しているが、大
口利用農家からの集
荷量が想定よりも少
なかった等でR3は目
標の8割程度に止ま
り、施設利用率は、
目標を達成できな
かった。また、天候
不良等により品質が
低下し、下位等級の
目標を下回った。品
質向上のための栽培
指導（排水対策、施
肥等）を強化するこ
と等で、米・麦の収
量・品質向上及び集
荷量向上を強く指導
していく必要かあ
る。

達成率

（対象

作物・

畜種等

名）②

計画時

（平成

30年）

１年後

（令和

元年）

２年後

（令和

2年）

３年後

（令和

3年）

（対象

作物・

畜種等

名）①

計画時
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30年）

１年後

（令和

元年）
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2年）
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（令和

3年）

目標値
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3年）

事業実施後の状況②

成果目標

の具体的

な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の

評価

都道府県の評価

目標値

（令和

3年）
達成率

（工種、

施設区

分、構

造、規

格、能力

等）

事業実施状況報告書及び評価報告書

市町

村名

事業実

施主体

名

類

別

成果目

標の具

体的な

内容①

事業実施後の状況①

成果目標

の具体的

な実績①

類

別

成果目

標の具

体的な

内容②
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メ

ニュー

①

メ
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②
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備考

（円）

交付金
都道

府県

費
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達成率

（対象

作物・

畜種等

名）②

計画時

（平成

30年）

１年後

（令和

元年）

２年後

（令和

2年）

３年後

（令和

3年）

（対象

作物・

畜種等

名）①

計画時

（平成

30年）

１年後

（令和

元年）

２年後

（令和

2年）

３年後

（令和

3年）

目標値

（令和

3年）

事業実施後の状況②

成果目標

の具体的

な実績②

負担区分（円）

完了年月日 事業実施主体の

評価

都道府県の評価

目標値

（令和

3年）
達成率

（工種、

施設区

分、構

造、規

格、能力

等）

事業実施状況報告書及び評価報告書

市町

村名

事業実

施主体

名

類

別

成果目

標の具

体的な

内容①

事業実施後の状況①

成果目標

の具体的

な実績①

類

別

成果目

標の具

体的な

内容②

津幡

町・

内灘

町・

かほ

く市

石川か

ほく農

業協同

組合

土地利

用型作

物（主

要作

物）

麦

水稲

穀

類

乾

燥

調

製

貯

蔵

施

設

等

利

用

再

編

①高温

耐性品

種「ゆ

めみづ

ほ、

ひゃく

まん

穀」の

作付割

合拡大

①作付
割合
21.4％
(92.6h
a/433h
a)

施設未

完成の

ため実

績なし

①作付
割合
21.4％
(92.6h
a/433h
a)

①作付
割合
22.9％
(99.1h
a/433h
a)

①作付

割合

31.5％

(136.5
ha/433
ha)

14.9% 高温耐性
品種の作
付割合が

1.5％増
加した。

土地利

用型作

物（主

要作

物）

麦

水稲

穀

類

乾

燥

調

製

貯

蔵

施

設

等

利

用

再

編

②施設

の再編

利用に

よる利

用率向

上と施

設運営

等の転

換

(1)再編

後の利

用率

(2)担い

手への

サイロ

等部分

貸与

②(1)

施設利

用率

40.5%
(1,690
t/4,17
0t)

②(2)

担い手

へのサ

イロ等

部分貸

与:

実績無

し

施設未

完成の

ため実

績なし

②(1)

再編後

の乾燥

調製貯

蔵施設

の利用

率:61.

2%
(1,882
t/3,07
4t)

②(2)

担い手

へのサ

イロ等

部分貸

与:

実績無

し

②(1)

再編後

の乾燥

調製貯

蔵施設

の利用

率:58.

0%
(1,782
t/3,07
4t)

②(2)

担い手

へのサ

イロ等

部分貸

与:

実績無

し

②(1)

再編後

の乾燥

調製貯

蔵施設

の利用

率

100％

(3,074
t/3,07
4t)

②(2)

担い手

へのサ

イロ等

部分貸

与の実

施

②(1)
29.4%

②(2)
0%

②(1)再

編後の施

設利用率

が17.5%

増加し

た。

②(2)担

い手への

サイロ等

部分貸与

実績が無

かった。

穀類乾燥

調製施設

工事一式

除湿乾燥

方式ビン

50t×22基

除湿乾燥

方式ビン

1t×120基

1,636,800,000 625,251,000 101,249,375 910,299,625 R2.8.3 高温耐性品種の
作付は、ひゃくま
ん穀の増加等に
より年々増加して
いるが、生産規
模の大きい経営
体の施設利用率
の伸び悩みによ
り目標値を下
回った。
施設利用率は、
新型コロナウイ
ルス感染拡大に
伴う米価下落の
影響を受け、費
用の圧縮のた
め、施設利用予
定者が個人所有
の乾燥施設を継
続して使用したこ
とにより目標値に
達していない。今
後は、担い手農
家等に対し、集
落毎の荷受日の
設定や、利用料
金割引制度の導
入を行い、施設
の効率的運営及
び担い手の施設
利用を推進す
る。
サイロ等部分貸
与は、貸与の必
要な資料を確認
の上推進する。

JAではひゃくまん穀の
作付拡大を推進してお
り、管内の作付面積は
増加傾向にあるが、生
産規模の大きい経営
体の施設利用率の伸
び悩みにより目標達成
に至っていない。
また、施設利用率は計
画時より増加している
ものの、施設利用予定
者が個人所有の乾燥
施設を継続使用してお
り目標値に達していな
い。
　高温耐性品種の作付
拡大は、ひゃくまん穀
や早生品種の作付増
加を、利用率は、地区
の担い手を中心にライ
スセンター利用を推進
することを関係機関と
連携し指導していきた
い。
　サイロ等部分貸与
は、担い手による利用
実態はあるものの、貸
与に必要な書類を確
認の上、関係機関と連
携し指導したい。

総合

所見

 （注）１　別紙様式１号の１の（２）のⅠに準じて作成すること。

　 　　２　要綱第３の２の（２）のアの（ア）のただし書きの場合にあっては、事業実施後の状況の欄を追加し、記入すること。

　　 　３　別添として、各事業実施主体が作成した事業実施状況報告書を添付すること。

　　 　４「事業実施主体の評価」欄と、「都道府県の評価」欄については、評価の対象となる年度のみ、それぞれの所見を記入すること。

　　 　５「総合所見」欄については、評価実施年度の取組について、都道府県全体の総合所見を記入すること。

　 　　６「都道府県平均達成率」欄は、都道府県において事業実施地区で掲げている成果目標毎の達成率の平均値とする。

都道府県平均

達成率
35.30%

施設の利用率を100%にするため利用価格の値下げや集落ごとに利用できるよう利用者が利用しやすくするように指導する。作付け割合の低調については増えるように指導していく。サイロの部分貸しについては書類を整理の上
貸与を指導する。麦の作付面積の増や下位等級指数の上昇については天候に起因するものがほとんどで排水対策等の基本技術を徹底することにより目標を達成するように指導する。


